
（平成２４年８月２２日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件



熊本厚生年金 事案 964 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、平成 20 年７月 31

日を 10 万円、21 年 10 月 15 日を 15 万 7,000 円に訂正することが必要である。

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 20年７月 31日 

         ② 平成 21年 10月 15日     

    申立期間にＡ社から支給された賞与について、賞与支払届が社会保険事

務所（当時）に届け出されていなかったため、年金記録が確認できないの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、平成 20年７月 31日に 10万円、

21 年 10 月 15 日に 16 万円の賞与が支給され、それぞれ 10 万円、15 万 7,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料が控除されていたことが認められる。 

ところで、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内とすることとされて

おり、記録の訂正等を行う場合は、これらの標準賞与額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、前述

の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳において確認できる賞与額及び厚生年金保険

料控除額から判断すると、平成 20 年７月 31 日は 10 万円、21 年 10 月 15 日

は 15万 7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主及び社会保険事務の担当者は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事



務所に提出していないと回答していることから、社会保険事務所は、申立人

に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 965 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、平成 19 年 10 月 15

日を 30 万円、21 年８月 10 日を 75 万円、同年 10 月 15 日を 24 万 5,000 円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19年 10月 15日 

         ② 平成 21年８月 10日 

         ③ 平成 21年 10月 15日 

申立期間①にＡ社から支給された賞与と申立期間②及び③にＢ社から支

    

    

    

給された賞与について、賞与支払届が社会保険事務所（当時）に届け出さ

れていなかったため、年金記録が確認できないので、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立期

間②及び③については、Ｂ社の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、それぞれ

30 万円、75 万円、25 万円の賞与が支給され、30 万円、75 万円、24 万 5,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料が控除されていたことが認められる。 

ところで、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内とすることとされて

おり、記録の訂正等を行う場合は、これらの標準賞与額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額の記録については、前述の所得税源泉徴

収簿兼賃金台帳において確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から判



断すると、申立期間①は 30万円、申立期間②は 75万円、申立期間③は 24万

5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社の事業主、及び、同社とＢ社に係る社会保険事務の担当者は、申立期間①

から③までに係る賞与支払届を社会保険事務所に提出していないと回答して

いることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



熊本厚生年金 事案 966 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る

記録を平成３年 11 月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を 17 万円と

することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義 

務を履行していないと認められる。 

 また、申立期間②のうち、平成４年８月１日から５年 10 月１日までの期間

について、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申

立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標

準報酬月額に係る記録を、４年８月から５年９月までは 22 万円に訂正するこ

とが必要である。 

 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住 所 ：  

    

    

    

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年７月 24日から同年 11月１日まで 

② 平成４年８月１日から６年 11月 25日まで 

    平成３年 11 月にＢ社に転籍したが、２年４月から退職するまで、Ａ社で

継続して勤務していたので、申立期間①について、厚生年金保険被保険者

であったと認めてほしい。また、申立期間②について、給与が下がった記

憶は無いので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、オンライン記録によれば、Ａ社は、当該期間は既に

厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっているが、同社は法人事業所で

あり、商業登記簿において申立期間①当時も会社が存続していたことが確認

できること、申立期間①に係る同社の雇用保険の被保険者記録を有する者が

８人確認できることから判断すると、同社は、申立期間①において事業を継

続しており、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしてい

たと認められる。  



   また、雇用保険の加入記録及びＡ社に係る厚生年金保険の被保険者資格を

申立人と同日に喪失し、Ｂ社に係る厚生年金保険の被保険者資格を申立人と

同日に取得していることが確認できる同僚の供述等から判断すると、申立人

は、申立期間①にＡ社に継続して勤務し（平成３年 11 月１日に同社からＢ社

に転籍）、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。  

   さらに、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平

成３年６月のオンライン記録から、17万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間①において適用事業所でありながら、社会保険事

務所に適用事業所でなくなる届出を行っていたと認められることから、社会

保険事務所は、申立人に係る平成３年７月から同年 10 月までの保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。  

 申立期間②のうち、平成４年８月１日から５年 10 月１日までの期間につい

ては、オンライン記録において、当初、Ｂ社における申立人の当該期間の標

準報酬月額が４年８月から５年９月までの期間は 22 万円と記録されていたと

ころ、５年１月６日付けで、当該期間における標準報酬月額が４年 10 月の定

時決定前である同年８月１日に遡って 12万 6,000円に引き下げられている。 

 また、オンライン記録によれば、Ｂ社における平成５年１月６日現在の申

立人以外の厚生年金保険の全被保険者についても、同日付けで、標準報酬月

額が遡って引き下げられていることが確認できる上、事業主は、同僚の申立

事案の調査において、厚生年金保険料の滞納額を減額するために、標準報酬

月額を遡って減額訂正する届出を提出したと回答している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所においてこのような処理を

行う合理的な理由は無く、当該期間における標準報酬月額に係る有効な記録

訂正があったとは認められず、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所に当初届け出た金額（平成４年８月から５年９月まで

の期間は 22万円）に訂正することが必要である。 

 一方、申立期間②のうち、平成５年 10月１日から６年 11月 25 日までの期

間については、Ｂ社は、「平成５年及び６年の定時決定に係る標準報酬月額

は、４年８月１日に遡って減額した標準報酬月額と同額で届け出た。申立人

に係る関係資料等は保存しておらず、申立内容を確認できない。」と回答し

ている。  

 また、申立人は、「Ｂ社に転籍後、標準報酬月額が途中から減額された記

録となっているが、給与の額は変わらなかった。」と主張しているものの、



その主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を給与から控除されて

いたことを確認できる給与明細書等の資料は保管しておらず、オンライン記

録によれば、当該期間におけるＢ社に係る申立人の標準報酬月額が遡って引

き下げられているなどの不自然な点は確認できない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

 



熊本国民年金 事案 740 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年８月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年８月から 62年３月まで 

私は、昭和 62 年から 63 年頃、社会保険事務所（当時）から連絡があり    、

相談の上、申立期間の保険料を分納したが、未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 62年から 63年頃、社会保険事務所から連絡があり、担当

者と相談の上、過去の未納保険料を２年かけて分納した。」と主張しているが

申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の被保険者の資格取得日等調査によ

り平成元年６月頃に払い出されていることが推認できるところ、申立期間後

の昭和 62 年４月から平成元年３月までの国民年金保険料は、オンライン記録

では納付済みと記録されており、申立人がその時点で遡って納付できる当該

期間の保険料を過年度納付したものと考えられる。 

 しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号の払出し時点では、申立期

間の全てが時効により納付できない期間である。 

 また、申立人に対し、別の手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえな

い上、申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

、

  

  

  



熊本国民年金 事案 741 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年７月から平成３年３月までの期間及び同年８月の国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63年７月から平成３年３月まで 

           ② 平成３年８月 

  申立期間①については、昭和 63 年７月に、会社を退職後すぐに役場で国

民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は納付書により提示された金額

を役場又は銀行で納付した。平成元年より学生であったが加入を継続して

保険料は納付書で漏れなく毎月納付した。 

  申立期間②については、厚生年金保険と国民年金の切替手続を適切に行

い、国民年金保険料を納付した。 

  申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料を毎月納付したと主張しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号の前後の資格取得日等調査

により、平成４年２月頃に払い出されていることが推認され、申立人は、こ

の頃、国民年金の加入手続を行って被保険者の資格を取得したものと考えら

れ、当該手帳記号番号が払い出された時点では、申立期間の全部が未加入期

間である上、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 また、オンライン記録及びＡ町が保管する国民年金被保険者台帳並びに申

立人が所持している年金手帳のいずれにおいても、申立人が初めて国民年金

の被保険者となった日は平成３年 11 月 22 日と記載されていることから、申

立期間に係る国民年金保険料を納付することができなかったものと考えられ

る上、申立人が申立期間に係る保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

  



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



熊本厚生年金 事案 967 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成20年10月15日 

         ② 平成21年10月15日     

    申立期間にＡ社から支給された賞与について、賞与支払届が社会保険事

務所（当時）に届け出されていなかったため、年金記録が確認できないの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳から、申立人が申立期間において、事

業主から賞与の支払を受けているものの、賞与から厚生年金保険料が控除さ

れていないことが確認できる。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立期間について、申立人が主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

 




